
復興防災ＤＸ研究会（第７回） 

 

日時：令和８年２月９日（月）     

 14 時 00 分から 15 時 15 分    

場所：岩手県庁 ４－１会議室（４階） 

次     第 

１ 開   会 

２ 出席者紹介 

３ 内   容 

（１）報 告 

「いわて防災ＤＸ展」（１月 27 日・28 日開催）について 

（２）議 題 

  ① 避難者把握システム（試行版）について 

  ② 令和８年度の取組（予定） 

４ 閉  会 

 

資料１ いわて防災ＤＸ展の開催実績       資料４ 運用マニュアルの構成案 

資料２ 第６回研究会の主な意見         資料５ 令和８年度の取組（予定） 

資料３ 市町村への事前アンケート結果 
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本資料の内容

（１）報告

「いわて防災ＤＸ展」の開催結果について（資料No.１）

（２）議題

① 避難者把握システム（試行版）について

第６回研究会の主な意見と対応 （資料No.２）

市町村への事前アンケート結果 （資料No.３）

運用マニュアルの構成案 （資料No.４）

② 令和８年度の取組（予定） （資料No.５）

1



「いわて防災ＤＸ展」の開催結果について
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資料No.１

日 時 場 所令和8年1月27日(火)10:00-16:00・28日(水)10:00-12:00
※展示は1日目のみ。講演はオンライン併催

参加者数

岩手教育会館（盛岡市）

延べ約580名 主な参加者 地方自治体職員、警察・消防職員、民間企業社員、学生等

【イベント全体の満足度（回答者74名）】
実施内容

主な参加
者の声

• 防災ＤＸによる災害対応力の強化テーマ

• 「岩手型」避難者把握システム・ドローン・自治
体事例等、防災DXに関する講演

• 避難者把握システム、ドローン、シン・オート
コールの操作体験、展示及び相談ブース

• 最新の大型物流ドローンの展示

• ドローンの実機を実際に見ることができ
る貴重な機会となった

• 非常に理解しやすく、今後の業務に大い
に役立つと思う

• 27日の講演、展示等にも参加できなかったこと
が悔やまれる

• この分野について無知だったので面白
かった

• 実務、実例が多く参考になった



「いわて防災ＤＸ展」の開催結果について
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資料No.１



本資料の内容

（１）報告

「いわて防災ＤＸ展」の開催結果について（資料No.１）

（２）議題

① 避難者把握システム（試行版）について

第６回研究会の主な意見と対応 （資料No.２）

市町村への事前アンケート結果 （資料No.３）

運用マニュアルの構成案 （資料No.４）

② 令和８年度の取組（予定） （資料No.５）
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第６回研究会の主な意見と対応

【主な意見】

① 避難生活中のアプリ連絡は「まずつながること」を
最優先に単純な選択式で応答しやすく設計し、専
門的対応が必要な場合は専門職を配置して初動の
誤対応で支援拒否や孤立が生じないようにしてはど
うか。

② ペットの同行についても前提としたものにしていた
だきたい。

③ 世帯紐付け機能、広域避難への追跡対応、受
付時トリアージ（事前登録による分類）を設計段
階から組み込み、支援対象の選別を前提に運用負
担を下げることが望ましいのでは。

④ LINEなどの実際の利用状況を把握し、LINEだ
けに頼らずマルチチャネル、代替チャネルも検討しては。
⑤ マイナンバーカードの活用も検討してはどうか。

⑥ 広域連携型を基本とする方が費用面などで合
理的だが、業者のクラウド／LINE連携基盤が多数
同時アクセスに耐えられるか。

仕
様
面
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資料No.２

【対応】

① 一問一答方式を基本とし、必要に応じて選択
肢を表示

② 追加済み

③ 受付時トリアージは「要配慮事項」「ペット有無」
で対応するほか、被災時は「家屋被害報告」により
対応

④⑤ その他のツールについて、引き続き最新動向を
チェック

⑥ 災害時は、通信制限を解除する運用であり、対
応可能と想定



第６回研究会の主な意見と対応

【主な意見】

① 広域避難や親戚宅・宿泊先・車中泊など多様
な避難先の追跡が必要。事前登録で負担を軽減す
ることが望ましい。

② 避難者の所在把握を避難者自身の能動的登
録に任せるか、あるいは発災直後は3日毎、その後
は週1回程度の運用側による定期確認で補うかは
今後さらに検討すべき。

③ オペレーターと内容を判断できる者を配置し、単
純問合せはマニュアルを学習させたAIで自動化する
など、来年、再来年を見据えていくべきでは。

④ 即時双方向のコミュニケーションに優れる一方で
自治体の対応が大変になるのでは。外部委託などの
対応策や運用の工夫を考えてはどうか。

⑤ 登録情報の外部提供範囲などを明確化が必要
では。

運
用
面
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資料No.２

【対応】

① 試行導入時から、県の広報媒体（県政TV、い
わてグラフ、SNSなど）による普及啓発を検討するほ
か、試行導入する市町村にも協力を依頼

② 試行導入結果や市町村との意見交換等を通じ
て検討

③ 運用マニュアル作成後、ＡＩに学習させ、チャッ
トボットによる問い合わせ対応を実施予定

④ 外部委託は、費用対効果の面で慎重な検討が
必要と思料。まずは、想定される双方向コミュニケー
ション事項（健康観察、物資、外泊届など）を整理
し、フォーマットの事前準備を検討

⑤ 同意の確認時に明記



第６回研究会の主な意見と対応

【主な意見】

① 県の方針を明確に打ち出し、岩手県モデルとし
て導入する前提で費用負担のばらつきを解消し、受
付業務の軽減に向け継続的に取り組む強いメッセー
ジを示すべき。

② 県計画のアクションプランで人口減少対策を最
優先に掲げていることを踏まえ、岩手県が安心・安全
の確保に前向きに取り組み、先端技術を導入してい
ることを示すためにも、県内33市町村が一体となって
取り組んでいただきたい。

③ 県は、令和9年度から全市町村で本導入すると
いう明確な方針を示して自治体の参加と準備を促す
べき。

④ 全県で同一システムを導入すれば運用やコスト
の効率化が期待できるが、応援職員の体制の整理
や各市町村の財政事情を踏まえた段階的推進が必
要。

負
担
ス
キ
│
ム
面
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資料No.２

【対応】

①②③ 県の基本スタンスとして、将来的に全市町
村での導入してもらえるよう取組を推進。

④ 上記のとおり、将来的には全市町村による運用
を目指して取り組むが、各市町村のニーズを踏まえな
がら、導入を促進。



市町村事前アンケート分析（第１回:R7.10実施）

導入希望:市町村の約６割は判断に必要な条件がまだ整っておらず、導入可否の判断に至っていない。

541,465 

11

447,269 

16

123,993 
5

市町村人口（参考）

 速やかな事務処理が可能であれば導入したい
 避難所運営の効率化を図るため、導入を検討中
 紙での避難者把握には限界があるため
 被災者の情報について避難所間で容易に共有できるため。
 先日の大船渡市での実証試験の記事を見た際に好意的な意見があったため
 予算面および使いやすいものを希望したい

１ 運用体制
 環境整備、体制等が整うまでは要検討（迅速かつ省スペース、誰がやるのか）
 LINEのセキュリティに不審なところがある。他のシステムとの整合性があるのか。
２ コスト
 システムは効果的であると考えているが、財政負担が困難。
 運用に附随する機器等に係る費用次第。
３ 住民の利用
 高齢者が多く、システムの利用が困難
 登録者数を増やす施策が示されてから考えたい。
４ その他
 人口が少ないので、システムを使う必要性が低い
 導入のメリット及びデメリット、他の自治体の取り組み事例を踏まえて検討したい

 差し迫っての必要性は感じておらず、導入を検討する余裕がない
 ここ10数年は一桁で収まる避難実績しかない
 組織的な検討をしていないため

未判断（情報不足）

慎重に判断したい（懸念あり）

条件が整えば導入したい（前向き）

8
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導入について判断できない理由は「不確実性」。
導入しやすい成功条件づくりを進めていく必要がある。

32

17

12

18

18

23

2

コスト

職員不足

スキル不足

維持管理

住民への周知

個人情報の保護

その他

趣旨懸念点順位

導入・運用にお金がかかるコスト1位

漏洩リスクへの不安個人情報の保護2位

住民に使ってもらえるのか不安住民への周知3位

継続運用できる体制・人について不安維持管理3位

災害時の受付オペレーションなどが回るか心配職員不足5位

システムについて分かる人がいないスキル不足6位

「判断できる状態」を整え、共有するフェーズへ

導入に対する懸念点

1 需要の不確実性（使われないリスク）
住民が使ってくれるのか、周知・事前登録ができるのか不明確

2 供給の制約（体制・スキル不足）
運用体制、人員、スキルの確保・持続が見通せない
個人情報が守られるのか

３ 費用対効果の不確実性
費用に見合う効果・再現性が判断しにくい

導入を判断しにくい構造

市町村事前アンケート分析（第１回:R7.10実施）

9

運用体制

資料No.３



市町村事前アンケート分析（第２回:R7.11実施）
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導入意向:多くの市町村は導入に向けた検討が必要な状況にある

本格導入試行導入

4

20

5

4

2

22

9

0【試行導入】参加したい
【本格導入】導入したい

【試行導入】参加に向けて相談したい
【本格導入】導入に向けて相談したい

【試行導入】必要性を検討したい
【本格導入】試行導入の結果を

踏まえて調整・検討したい

【試行導入】懸念がある
【本格導入】 〃

導入に向けて懸念している点

■仕様面
- アンケート中、避難所外避難者（在宅・車中等）の定義が

わからなかった。親戚宅等を含むか。把握方法のイメージを知
りたい。

- 大規模災害で複数自治体が使用する場合、クラウドサーバ
ーがパンクすることが想定されるため事前に実証してほしい。

- AI導入の具体的メリットが予算増に見合うか不明。
- 国のマイナンバー基盤との共存・連携や二重投資、情報齟

齬の懸念もある。

■運用面
- 登録説明に時間と人員を要する。ご高齢者の利用や職員の

習熟に不安があり、普及啓発・職員研修が必要。
- 早期導入は難しい（操作習熟・通信環境等の懸念）

全市町村での統一運用の現実性や、市町村レベルの意見
反映状況が気になる。

- 導入までの事務量・マンパワー不足（小規模自治体の兼務
状況、事前データ入力に割ける人員がいない）。

- 実証実験未参加の市町村向け説明会等の開催を求める。

■負担スキーム面
- 市町村にどのくらいの費用負担が発生するのかわからない
（自治体の財政的負担規模が懸念）

- 費用や労力に対する効果が見えにくい
（避難者が一桁台の実績等）

資料No.３



市町村事前アンケート分析（第２回:R7.11実施）
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導入にあたり必要な県の支援:

運用マニュアルの提供

職員研修

技術的なサポート

広域避難対応の調整

住民向け普及啓発支援

避難所運営訓練の支援 15

19

21

26

28

30

多くの市町村で、

運用面の支援を必要
と回答

資料No.３



運用マニュアルの構成案 資料No.４

導入編１.

背景1-1.

経緯1-2.

導入の目的1-3.

避難者把握システムの全体像1-4.

セキュリティ対策1-5.

個人情報の取扱い及び保護1-6.

運用及び各種手続きの考え方1-7.

導入費用1-8.

市町村操作編２.

平時2-1.

受付・避難所外避難2-2.

避難所運営・避難者対応時2-3.

退所時2-4.

ダッシュボードの確認2-5.

■ 社会情勢、災害の頻発、現行運用の課題、DXの必要性

■ 岩手県復興防災ＤＸ研究会での検討・議論の過程
■ 避難所運営デジタル化実証実験
■ 岩手型避難者把握システムの形成

■ 初動の迅速化、職員負担軽減、支援漏れ防止、
災害ケースマネジメント 等

■ システムの範囲、基本機能、利用フェーズ

■ 技術的安全性、不正アクセス対策、通信・権限の管理

■ 取得・使用目的の限定、最小限の項目、同意の考え方、利用範囲

■ 利用開始手続き、入力方法、関係機関等との連携、運用環境の整備

■ 県・市町村の役割分担・費用負担、導入・運用コストの整理

■ 避難所の登録・変更

■ 受付時の対応方法
（QRコード掲示、事前登録者のコード読取、代理登録）

■ 名簿の確認、管理画面の確認、セグメント配信

■ 名簿の確認、管理画面の確認

■ 表示・操作方法

目次 主な内容
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■ 登録の方法（マイナンバーカードの読取を含む）
■ 登録情報の変更（削除）

■ 同上

■ 受付時のカメラ起動、避難所用ＱＲコードの読み取り
■ 自身のＱＲコードの表示（避難所に受付用端末がある場合）

■ 避難所用ＱＲコードの読み取り（3-3と同様）
■ 現地での登録方法（3-1と同様）

■ 操作方法

■ 事前登録（3-1と同様）
■ 避難情報の登録・変更の方法
■ 避難所外避難の終了の登録

■ 表示・確認方法

■ 報告者の選択、被害状況の選択

■ 本編の位置づけ、考え方
■ 避難者把握システムとの関係

■ 要支援者の早期把握、安否不明者の抽出、支援団体との連携 等

■ 個人情報の取扱い等

運用マニュアルの構成案 資料No.４

住民操作編３.

事前登録3-1.

登録内容の変更3-2.

避難所受付（事前登録方式）3-3.

避難所受付（現地登録方式）3-4.

避難所退所3-5.

避難所外避難登録3-6.

現在の避難状況の表示3-7.

家屋被害報告3-8.

収集データ活用編４.

災害ケースマネジメントへの接続1-1.

想定される活用事例1-2.

留意事項1-3.

Q＆A5.
13

目次 主な内容



運用マニュアルの構成案（サンプル１:市町村操作編）

14

発災直後 避難生活中平時 避難終了

2-5.ダッシュボードの確認

１

２ 更新をすることで避難者数、避難先、避難者の
具体的な情報をグラフ上で確認することができま
す。

１ ダッシュボード＞すべてのダッシュボード＞避難者
情報ダッシュボードを選択します。

２

資料No.４



運用マニュアルの構成案（サンプル２:住民操作編）

※スマホ本体で位置情報機能がＯＮの場合、
「 」を押すと現在地が自動で表示されます。
画面下部の検索窓で検索することで、おおよその
位置情報を表示させることもできます。

※ 事前登録済みの避難者
と避難場所は、選択肢と
して表示されます。

資料No.４

3-6.避難所外避難登録（避難情報の登録）
発災直後 避難生活中平時 避難終了

避難者と避難場所を選択して回答１

「位置情報」を開く２

３ ピンを今いる場所に落とす

４ 内容を確認して「送信」を押す

15

５ 必要な支援を選択。「以上」を押して回答。

６ 登録内容を確認し、「登録」を押して完了

５ ６

左右に動かしてえらぶ

おす↓

１

2

３ ４



本資料の内容

（１）報告

「いわて防災ＤＸ展」の開催結果について（資料No.１）

（２）議題

① 避難者把握システム（試行版）について

第６回研究会の主な意見と対応 （資料No.２）

市町村への事前アンケート結果 （資料No.３）

運用マニュアルの構成案 （資料No.４）

② 令和８年度の取組（予定） （資料No.５）

16



令和８年度の取組（予定）

17

資料No.５

1 事業の趣旨
デジタル技術を活用した避難者支援モデルの構築に向け、避難者把握システムの

試行導入を実施
※令和８年度におけ試行導入は、最大で10市町村を予定

２ 事業内容
(1) 避難者把握システムの試行導入

市町村における導入に向けた懸念の解消を図るため、市町村向けの説明会や
デモンストレーション、防災訓練の支援と結果の共有、意見交換等を実施

(2) 事前登録促進
住民の理解や事前登録を促すための普及啓発を実施

３ 事業実施主体
県（市町村と連携して実施）

４ 予算額
３,４９９千円（令和７年度当初予算 4,527千円）
※「避難所運営デジタル化実証事業費」から事業名変更

【避難者把握システム】

避難者支援デジタル化推進事業費（R８当初予算案:3,499千円）



令和８年度の取組（予定）

18

資料No.５

負担
スキーム

県

地域・住民

市町村

全体

R8.7～9 R8.10～12 R9.1～3 R9以降R8.～3 R8.4～6

県 10/10（試行導入期間）

R8のみ

（今後検討）

R9以降

 モデル選定

 試行運用開始

 運用マニュアル作成

 意見交換会

 試行導入意向確認

 本格導入環境構築

 事前登録（モデル市町村）

 訓練参加

 関係組織への説明・研修（モデル市町村）

 本格運用開始

 普及啓発

 本格導入意向確認

 試行導入環境構築

 運用マニュアル更新

 市町村向け説明

 令和９年度以降の本格導入時
の負担スキーム検討 （市町村におるR9当初予算編成までに）

避難者支援デジタル化推進事業費（R８当初予算案:3,499千円）


